
第２回ワーキンググループまでの委員発言要旨の整理

検討課題 委員発言要旨

入札ボンドの導入 ・
・

・

経営事項審査との関係について整理が必要ではないか。
発注者と受注者という二者関係で構成される公共工事の入札において、市場原理を取り入れることは重
要なことではないか。
前払保証制度との関係について整理が必要ではないか。

多段階審査・交渉の導入 ・

・

全ての競争参加者に技術提案を求め、総合評価を実施した場合、企業の経費がかかり過ぎ、むしろ無駄
な競争を避けようと業者間の話し合いを生む恐れがある。そのため、事前に競争参加者の絞り込みを行う
ことで手続コストを抑え、競争参加者が本気で競争できる環境を作ることが必要ではないか。
競争参加者の数が多いだけの問題ならば、そのまま放っておけばマーケットが自然に解決するが、民間
側で勝手に談合を行い、競争参加者数を調整することが考えられる場合には、官側で監視しながら絞り込
んでいく必要があるのではないか。

第三者機関の整備 ・
・

・

建設業では片務契約の問題がある。甲乙丙の三者構造を造るべきではないか。
外国では、業者がすぐにクレームを付け、訴訟を起こすことから、発注者側もリスクやコスト増を回避する
ため、発注者と受注者が契約締結後定期的に話し合いの場（パートナーリング）を持ち、信頼関係を築い
た上で、問題の解決を図っていく仕組みができている。日本でもこういう仕組みを考えていく必要があるの
ではないか。
発注者の説明責任を果たすに当たり、第三者機関の評価・審査を参考とすることも考えられないか。

発注者支援機関の整備 ・

・

・

・

・
・

・

支援する工事のボリュームが想定できないと具体策が考えにくいので、まずは検討の材料として標準的な
モデルに関する資料の提供が必要ではないか。
総合評価の導入等により入札契約部分に人手を割くことが増えてきているが、そうすると逆に監督・検査
部門が手薄になることにもなることから、発注者全体の資源配分を考えていく必要があるのではないか。
これまでのように地方自治体が多くの職員を抱えて公共事業を適確に実施することは、これからは無理。
団塊の世代の退職を控え、今後は外部委託の仕組みをどのように構築していくかが課題。また、今後、発
注者の技術力をどのように維持していくかも大事なところ。
発注者支援機関は、発注者のコスト増大を招くことになるため、財源負担の問題をよく念頭に置いて検討
すべきではないか。
外部委託と発注者責任の転嫁は次元が異なる問題であり、その点を明確にしておく必要がある。
有資格者やコンサルなどの第三者に発注者支援として工事監督や成績評定をしてもらうことも検討すべき
ではないか。
国と市町村では発注者体制が非常に異なるけれども、それを踏まえた発注者支援を考えていく必要があ
るのではないか。また、発注者責任の問題はあるかもしれないが、ケースによっては外部委託の方がトー
タル的にコストが安くなる可能性がある。
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JV制度の改善 ・

・

特定ＪＶ、経営ＪＶともに、当初考えたような機能やこれまでの改革で狙った点がうまく実現できていない側
面が見られる。この辺の検証とＪＶ制度のあり方について検討すべきではないか。
現在のＪＶ制度は本来のＪＶの趣旨と異なる利用がなされているのではないか。

最適な発注方式のあり方の明確化（ＣＭ方式、
分離発注方式等の活用や分割発注のあり方）

・

・

現行の分割発注は発注者として相当無理をしているため、改善が必要。また、官公需法が足かせとなり、
大規模工事の発注が難しい。
継続工事や高度な技術提案を求める場合は、わざわざ競争入札によるのではなく、随意契約をより積極
的に活用していくべきではないか。

契約関係の明確化（契約変更のルール化） ・
・
設計変更時のルールを設ける必要があるのではないか。
発注方式に見合った契約方法（約款のあり方）を考えていく必要があるのではないか。

データベースの構築 ・

・

現在のところ、工事成績のデータベースは整備されておらず、総合評価をやっていく上で非常に手間がか
かっている。
入力されたデータの精度を担保するための仕組みが必要ではないか。

工事成績評定の拡大と統一

土木技術に関する資格制度の整備 ・建築と同様、土木の分野にも技術者の資格制度が必要。土木技術者の資格制度が整備されれば、発注
者支援や民間の設計能力アップにもつながる。

元請・下請関係の適正化 ・元下関係は、ともすると民民間の問題として処理される傾向にあるが、元下関係の適正化を図り、健全な
建設産業の発展を図るためには官の関与が最大の解決方法ではないか。

専門工事業者・技能労働者の育成・活用 ・

・

品質確保に当たっては、発注者と元請工事業者の関係だけを検討すれば良いというものではなく、現場で
建設ものづくりの中核的な役割を担う専門工事業者と技能労働者を適正に評価・活用していくことが大事
ではないか。
技能労働者の現状は、高齢化が進む一方で若年者の入職・定着率が低下しており、このまま放置すれ
ば、技術・技能力の円滑な継承が困難になる。

その他 設計・地質調査の正確性の担保 ・設計のミスは施工に直結することから、設計内容を審査する必要がある。建築の場合でも建築確認制度
は建築基準法ベースであり、それ以上の部分は担保されていない。また、一番川上の地質調査の正確性
（精度）をどのように担保するのかも考える必要があるのではないか。
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不良・不適格業者の排除 ・現在、専門工事業の団体で基幹技能者の制度を作り、社員、職長教育の推進を図っているところだが、技
術・技能を持たない業者が安値受注していく傾向にあり、不良・不適格業者の排除の方法について更に検
討する必要があるのではないか。

品質確保（瑕疵担保） ・工事の質を論ずるのであれば、瑕疵担保期間の問題も関連するのではないか。

技術者の養成 ・技術者の養成やレベルの向上も大きな課題であり、継続教育受講者についてはそれなりのプラス点を加
算するとか、今後引退する団塊の世代の活用を図っていくべきではないか。

監督・検査 ・現行の監督・検査制度は、実際に発注者が直営施工していたときにできた制度であることから、現状に合
わせて見直しを行うべきではないか。

発注者体制 ・発注者の体制に応じて発注方法（「自らの責任でつくる」又は「工夫して安く買う」）を組み立てていく必要が
あるのではないか。

入札制度全般 ・

・

・

・

・

工事成績を重視し過ぎると新規参入が難しくなり、当該発注機関で工事実績がない業者に不利に働くこと
になる。例えば、市町村の工事を主体にやっていた企業が少しづつ大きな工事にも取り組んでいけるよう
な仕組み作りを考えていく必要があるのではないか。
入札に関する情報は全て公表し、自由に入札参加できるようにする一方で、施工に必要な条件を満たさな
い業者ははじかれる環境を整備する必要があるのではないか。
入札契約制度だけでは不祥事とかいろいろな問題は解決しないと思われる。関連する法令や倫理の問題
とか、非常に複雑多岐に渡るため、その辺を十分踏まえた議論をお願いしたい。
談合調整行為やダンピングと言った問題は現在の入札制度が金額だけで決定しているところに大きな問
題があり、技術的配点の高い総合評価方式への転換を図っていくべきではないか。
入札手続きの透明性を高めることに執着するあまり、費用対効果や経済効率性の議論が欠けてしまって
いるのではないか。

議論の仕方について ・

・

・

発注の問題を考える場合には大規模発注者と中小規模発注者とでは様相が異なることから、ある程度色
分けをした上でそれぞれ議論する必要があるのではないか。
議論の対象とする工事内容も様々あり、大手ゼネコンが施工するような大規模工事と中小規模工事とを場
合分けして議論しないと適切な答えを出すのは難しいのではないか。
発注者の内部体制のあり方など発注者の仕事の中身の問題も議論すべきではないか。

（注）下線部の発言要旨は前回（第２回）のワーキンググループにおけるものである。
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